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平成 30 年 10 月 19 日 

 

各      位 

会 社 名 株式会社ネクスグループ 

代 表 者 名 代表取締役社長  秋山 司  

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード 6634） 

問 合 せ 先  

役 職 ・ 氏 名 代表取締役副社長   石原 直樹 

電 話 03-5766-9870 

 

株式会社カイカの株式売却と当該売却に伴う持分法適用関連会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成30年10月19日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である株式会社カ

イカ（以下、「カイカ」といいます。）の株式の一部を売却することを決議し、本日その内の一部株

式（2,000,000株）を売却いたしましたので、お知らせいたします。 

これにより、平成30年10月24日付でカイカは当社の持分法適用会社から除外される予定となります

ので、お知らせいたします。 

 

記 

１． 株式売却の理由 

カイカは、2015 年６月に当社の連結子会社となり、その後 2017 年４月 14日付「連結子会社の異動に

関するお知らせ」および 2017 年４月 26日付「連結子会社の異動の経緯について」にて開示しました通

り、当社の持分法適用会社に異動いたしました。 

 

この度、当社の成長戦略、今後の資金需要と資金調達方法等を総合的に検討した結果、カイカ株式の

一部を売却し資金調達をおこなうことを決議いたしました。また、本日付けの株式の売却によりカイカ

は当社の持分法適用関連会社から除外される予定となりますが、当社とカイカの資本業務提携に基づく

協力関係は十分に築かれており、今後も資本業務提携契約自体は変更無く継続する事から、カイカが当

社の持分法適用関連会社でなくとも、ネクスの IoT 技術とカイカの持つブロックチェーン、AIの技術を

あわせた共同開発などは継続しておこない、引き続きフィンテック事業領域における新たなサービスの開

発に向けた取り組みをおこなってまいります。 

 

２． 異動する持分法適用関連会社の概要 

 

商号 株式会社カイカ（CAICA Inc.） 

所在地 東京都目黒区大橋一丁目５番１号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 伸 

事業内容 情報サービス事業 

資本金 1,000,000 千円 

設立年月日 1989 年７月 14日 

大株主及び持株比率 

株式会社ネクスグループ 16.34％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

14.82％（平成 30 年４月 30 日時点） 
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上場会社と当該会社との関

係 

資本関係 当社が当該会社の株式 58,968,555 株（議決権所

有割合 16.35％）（平成 30 年４月 30 日時点）を

所有し、当社の持分法適用関連会社としていま

す。 

 

当該会社は当社の株式を 25,800 株（議決権所有

割合 0.17％）（平成 30年 10 月 18 日時点）を所

有しております。 

人的関係 該当ありません。 

取引関係 当社は、当該会社にシステム開発を発注してお

ります。 

 

 

当該会社の最近三年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27 年 10 月期 平成 28 年 10 月期 平成 29 年 10 月期 

連結純資産(千円) 140,680 481,915 4,213,079 

連結総資産(千円) 4,606,146 1,980,825 5,436,827 

1 株当たり連結純資産

(円) 

 

0.36 

 

1.76 

 

12.16 

連結売上高(千円) 4,126,292 5,337,111 5,300,801 

連結営業利益(千円) △265,434 238,945 296,627 

連結経常利益(千円) △552,764 131,745 728,445 

親会社株主に帰属する

当期純利益(千円) 

 

△6,060,250 

 

392,067 

 

661,490 

1 株当たり連結当期純

利益(円) 

 

△38.99 

 

1.61 

 

2.40 

1 株当たり配当金

（円） 

－ － － 

 

３．異動予定日 

平成 30 年 10 月 24 日（水） 

 

４．売却方法 

 

売却期間     本年 10 月 19 日から本年 10月 31 日まで 

売却方法     市場内にて売却 

売却株数     12,000,000 株を上限とし、市場の動向を見て判断します。 

売却価格     市場の動向を見て判断します。 

 

  ※本日付で2,000,000株売却致しました。 

 

５． 業績に与える影響 

 

 平成30年11月期第４四半期の連結及び単体業績に与える影響については現在精査中であり、今後開

示が必要となる場合には、確定次第速やかにお知らせいたします。 

以上 


